
鳥取大学における設備サポート体制の構築

第7回設備サポートセンター整備事業シンポジウム
富山大学（オンライン）

鳥取大学 研究推進機構
（H25～H27、H28～H31）



H25～H27（第1期） H28 H29～H31（第2期）

事業採択 学内措置で継続 事業採択（2回目）

本学の事業概要

【目的】
◆研究設備の共用化による教育研究設備の効率的運用
◆技術支援体制の充実による研究サポート拠点の構築
◆地域連携ネットワークを活用した新たな設備サポートモデルの構築

【実施内容】

１．学内研究設備の調査・整備
・設備データーベースの作成
・共用設備HP、予約システムを改修
・設備マスタープランを充実
・リユースを推進

２．技術支援体制の充実
・技術職員を組織化・一元化
・技術研修を充実

３．大学連携・地域連携の推進
・設備共用を学外展開：TIFNet構築



本学の事業実施体制

研究・社会貢献委員会

設備整備専門委員会
設備マスタープラン策定

連携 情報提供研究推進機構

学長

研究担当理事

技術部
技術部長：研究担当理事
〇化学バイオ・生命部門
〇情報システム系部門
〇工学技術部門
〇生物生産管理部門

機構長：研究担当理事
〇研究戦略室［2］
〇研究基盤センター［5］
〇先進医療研究センター［1］
〇ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙｻｲｴﾝｽセンター

【本学の設備共用体制、技術支援体制の沿革】
2019（H31）年～
●技術部改組。4部門制

2018（H30）年～
●研究推進機構に改組・研究戦略室、研究基盤センター設置

2017（H29）年
設備サポートセンター整備事業採択（第２期）

2013（H25）年
設備サポートセンター整備事業採択（第1期）
●生命機能研究支援センターに設備サポート分野設置

2012（H24）年
●技術部一元化・部局化。3部門制

2004（H16）年
●工学部技術部改組。

2003（H15）年
●支援系４センターを統合。生命機能研究支援センター設置

1995（H7）年
●工学部技術部、農学部技術部、医学部技術部設置

技術支援 研究支援 学外連携
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取組事例①：学内設備共用の推進

設備マスタープランで共用化を明記
・研究設備は原則全学共用
・リユースを優先

全学共用設備統一ホームページ
・共用可能な設備を順次登録
・設備情報を順次追記

共同利用設備予約・課金システム
・Web予約
・利用状況を統一的に集計、請求書作成

予約システム

共用設備HP

年間1万件以上の利用をキープ！
12月現在

予約システムより



取組事例②：技術支援体制の強化

2012（H24）年～

◎技術部

〇工学・情報系部門

・情報基盤系G
・分析系G
・ものづくり系G
・実験技術系G
・設計・計測系G

〇農学系部門

・全国共同系G
・フィールド系第1G
・フィールド系第2G

〇医学系部門

・組織系G
・機能系G
・分析系G
・生命系G

2019（H31）年～

◎技術部[61]

〇化学バイオ・生命部門[19]

・機器分析系分野
・生物化学系分野
・組織解析系分野

〇情報システム系部門[9]

・情報基盤系分野
・情報処理技術系分野

〇工学技術部門[17]

・機械加工技術系分野
・装置開発系分野
・社会基盤技術系分野

〇生物生産管理部門[16]

・乾燥地科学系分野
・生物生産管理系分野
・森林資源利用系分野

✓部局化（技術部長：研究担当理事）

1995（H7）年～

・工学部技術部

・農学部技術部

・医学部技術部

2004（H16）年～

・工学部技術部 改組

・農学部技術部

・医学部技術部

✓学部・学科ではなく、専門性で配置
✓大学として必要な事業を機動的に
支援

✓研究室所属から組織に
所属へ

2018（H30）年～

研究推進機構設立

2013（H25）年～

設備サポート分野設立

2003（H15）年～

生命機能研究支援センター設立

設備サポートセンター整備事業
2013～2015年度

設備サポートセンター整備事業
2017～2019年度

法人化
2004年～

技術職員の組織化の変遷



取組事例②：技術支援体制の強化

技術職員 2019年度

総数 61

設備共用に関わる人員 19

共共拠点に関わる人員 4

2019（H31）年～

◎技術部[61] 
技術部長：研究担当理事
統括技術長（技術職員）

〇化学バイオ・生命部門[19]

・機器分析系分野
・生物化学系分野
・組織解析系分野

〇情報システム系部門[9]

・情報基盤系分野
・情報処理技術系分野

〇工学技術部門[17]

・機械加工技術系分野
・装置開発系分野
・社会基盤技術系分野

〇生物生産管理部門[16]

・乾燥地科学系分野
・生物生産管理系分野
・森林資源利用系分野

「ラボの支援」から「組織の支援」へ

エホートの多少はあるものの、、、

4割近い技術職員が共用に関与！

技術職員を研修等に派遣

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

件数 13 17 17 10 21 18 13

技術力を向上
モティベーションUP！



取組事例③：大学連携・地域連携の推進

大学間設備共用
・大学連携研究設備ネットワークを活用

地域連携型設備共用
・とっとりイノベーションファシリティネットワーク（TIFNet）を構築

2015（H27）年9月10日、協定締結
鳥取大、鳥取県、県内高等教育機関、公設試験場等の8機関16施設からなる「設備」と「技術」の共用ネットワーク

・各機関の公開設備をHPで広報
・技術セミナー、勉強会を共催
・窓口を一本化（鳥取大学）

JST産学官連携ジャーナル, 13(6), 31-34(2017).

http://tifnet.jp/



取組事例③：大学連携・地域連携の推進

TIFNetの推進
・TIFLearningを企画
～参画機関の設備・施設と技術を持ち回りで紹介する勉強会～

・各機関で開催するセミナー・講習会を共催

TIFLearning セミナー・講習会

年度 回数 参加者 うち学外者 回数 参加者 うち学外者

2016 2 14 9 8 86 27

2017 9 171 107 19 306 72

2018 4 81 60 14 283 92

2019 2 92 85 14 406 203

鳥取大学開催分



取組事例③：大学連携・地域連携の推進

学外からの設備利用実績

主に依頼分析を受託
年間80件、200万円程度の利用をキープ
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依頼分析 相互利用 学外利用収入（千円）

年度 総件数

2013 4

2014 11

2015 40

2016 81

2017 102

2018 82

2019 84

2020 94

大学連携研究設備ネットワーク
47設備を登録
ほとんどの設備で依頼分析可

12月現在



取組事例③：大学連携・地域連携の推進

学外からの設備利用実績

企業からの利用が2/3程度
県外利用が増加

鳥取大学ではバイオ系設備利用が多い
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大学・高専 公的研究機関 企業 県内

順位 設備名 総件数

1 DNAシーケンサー 46

2セルソーター 45

2動物飼育システム 45

4 ICP発光分光分析装置 40

5液体クロマトグラフ-トリプル四重極質量分析計 36

6 X線照射装置 29

7全自動元素分析装置 27

8 600MHz核磁気共鳴分光装置 25

8 Orbitrapフーリエ変換質量分析計 25

10プロテインシーケンサー 20

11波長分散型蛍光X線分析装置 19

12飛行時間型質量分析計 18

13発生工学実験システム 15

14全自動元素分析装置 14

15高分子分析システム 9



取組事例④：情報発信１

第2回設備サポートセンター整備事業シンポジウム開催

開催日：平成28年1月21日
場 所：鳥取大学工学部大学院棟２階 大講義室
主 催：鳥取大学
後 援：鳥取大学振興協力会、鳥取県産業振興機構

1.基調講演
『共同利用・共同研究体制の強化・充実と設備サポートセンター
整備事業等について』 文科省 岡本和久 氏

2.ポスターセッション
『設備サポートセンター整備事業実施校の特徴的な取組み』

3.パネルディスカッション 第１部 『地域連携』
文科省・北大・東京農工大・鳥取大・鳥取県

4.パネルディスカッション 第２部 『大学間連携』
文科省・北大・東京農工大・自然科学研究機構・鳥取大

5.第２回設備サポートセンター整備事業シンポジウムを終えて
～課題と提言～

全国から142名の参加
定例化のきっかけ



取組事例④：情報発信２



今後の展開

• 設備サポートセンター整備事業の最大の成果は、、、

「設備共用」というワードが一般化したこと。

• 共用を全学に浸透させていく。コアファシリティー化へ
– 研究担当理事をヘッドとする設備関連連絡会議を設置

– 執行部、教員、技術職員、事務職員がメンバー

• 学外利用を推進するとともに、学外設備の利用も推進
– 技術職員による代行測定を試行

• 設備と技術は両輪。同時に推進すべき


